
　昨年は厳しい市場環境の続く中、日本ジュ
エリー協会創立30周年の節目の年を迎え、歴
代会長を始め諸先輩方の輝かしい実績を踏
まえ、国内外に向けた事業活動を新たな日本
ジュエリー協会として前進させていくべき年と
確信いたしました。
　一方、本年も昨年同様に厳しい市場環境が
続くものと思われます。国家間における政治・
経済状況の変化とそれに伴っての世界経済の
不確実性、さらに消費税率引き上げの影響等
が考えられます。また、東京オリンピックに向け
ての景気向上策のジュエリー業界への影響も
予断を許さないところです。
　そのような中、日本ジュエリー協会は本年も
業界の活性化に向け以下の諸施策を前進さ
せていきます。
情報開示の推進
　業界活性化に向けて消費者の信頼向上は
必要不可欠であり、そのための情報開示を将
来にわたり継続的に推進していくことが第一
であり、更なる情報開示・消費者啓発が必須
であると考えております。日本ジュエリー協会と
しては、消費者の信頼向上に向けて多方面に
わたり情報開示を更に推進していきます。
業界活性化対策の推進

　ジュエリー業界のグローバル化に
伴って、国内外において業界活性化
は緊急の課題となっています。国内に
おいては、ジャパンジュエリーフェア・
国際宝飾展の盛り上げ、ジュエリーデ
ザインアワード・JC接客コンテストの
充実及び販促用ツールの開発等を通
じて国内市場への刺激策の強化を
図っていきます。また、海外に向けて
は、香港ショーを中心とした中国・ア
セアン市場を見据えた活性化策を強
化していきます。
真珠市場拡大策の推進
　昨年「二十歳の真珠（はたちのパー
ル）」の動画を制作し、関連販促ツール
の作成等と併せて真珠市場拡大策を
打ち出しました。本年も引き続き真珠振
興法の基本方針（真珠産業及び真珠
に係る宝飾文化の振興）に則り日本真
珠振興会との協業のもと、ジュエリー
業界全体の活性化に繋げていくための
真珠市場拡大策を図っていきます。
人材育成策の実施
　業界活性化に向けて人材育成は欠
かせません。特にジュエリー製作に携
わる人材及びジュエリー販売に携わ
る人材の育成は重要です。日本ジュエ
リー協会としては、「技能者育成支援
の充実」「ジュエリーデザインアワード
の充実」及び「ジュエリーコーディネー

ター制度の充実・拡大」を推進しております。ま
た、各事業活動の中でのコンテスト入賞者へ
の表彰制度を設けており、このことが業界の基
盤拡充に寄与するものと確信しております。

　以上、市況の厳しさが増していく中、業界活
性化に向け上記施策を推進していきますの
で、皆様のご支援ご協力の程、よろしくお願い
申し上げます。

全日本時計宝飾眼鏡小売協同組合
理事長

近藤　千佳之

　２０１８年は非常に自然災害の多い年でご
ざいました。６月には大阪府北部地震、翌７月
には西日本豪雨、さらに９月には北海道胆振
東部地震や大型台風が襲来し、多くの方々が
お亡くなりになり、被害に遭われました。ここに
改めてお悔やみを申し上げるとともに被害に
あった皆様にお見舞い申し上げます。
　国内経済に目を向けますと、日経平均株価
では10月に２万４２４５円76銭を付け、昨年1
月23日に付けた年初来高値を更新するなど、
景気は回復傾向にあると報道されております。
しかしながら厚生労働省による速報値ながら
２０１７年の実質賃金は前年比０・２％減と発
表されるなど、景気回復＝消費支出につなが
る状況ではありませんでした。
　時計市場に目を向けると、国内時計メーカー
各社では、景気は回復傾向にあり業績も堅調に
推移していると発表されております。しかし、私ど
も中小の時計専門店では、景気回復の実感は程
遠く、いまだ厳しい景況は変わっておりません。さ
らに腕時計だけを見てみると、メーカーによる特
定商品に対する販売条件の見直しが行なわれ
るなど、これまで通りの販売状況とは違う環境に
なりつつあります。また商品の価格帯も、メー
カー各社が高価格帯の商品を中心に据えるな
ど、幅広い価格の商品ラインナップが組みにくく
なっております。加えて、メーカー直営店をはじ
め、全国に展開する家電量販店、カメラ量販店、
百貨店、さらにはテレビやネットなどによる通販
業者などがライバルとなっているのが現況です。
　こうした状況を鑑みた結果、今後、全日本時

計宝飾眼鏡小売協同組合では、やはり時計販
売と時計修理・電池交換の二本柱をしっかりと
据えなくてはならないとの結論は変わっておりま
せん。時計販売に関しましては、全国の時計小
売店が集まって行なう共同仕入によるシステム
を確立し、無理なくご加入いただいた上で、活用
いただけるようにならなければいけないと考えま
す。時計修理につきましては、２０１２年に発足、
活動しております『時計修理技能士会』の積極
的な活用を重ねてお願い申し上げます。さらに２
０１７年に初めて試みました、国家資格である技
能検定の時計修理職種における受検料の組合
負担につきましても継続事業としております。本
事業は、今後も継続してまいりますので、ぜひと
もご活用いただければと存じます。時計修理に
関しましては、ＧＰＳソーラーウオッチ、ソーラー
ウオッチなど、より専門的で高度な技術を必要と
する時計が販売されており、店舗での修理が難
しくなっていく状況はますます続くと思われます。
こうした時計に対する修理についても、『時計修
理技能士会』をご活用いただき、国内時計メー
カー各社との連携を綿密にすることで、消費者
の方々からの信用、信頼を得ながら、利益につ
なげていただけると思っております。
　このほか、宝飾、眼鏡では、それぞれの関係団
体が推進しております、ジュエリーコーディネー
ター制度（日本ジュエリー協会）、認定眼鏡士制
度（日本眼鏡技術者協会）、さらに眼鏡技術者
国家資格推進機構が目指しておられる、国家資
格制度を支持し、連携を深めてまいりますのは、
これまでと変わりございません。

一般社団法人日本ジュエリー協会
会長

小山　藤太

これまで同様、時計販売、時計修理を活動の柱に
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春 　昨年もラグジュアリー市場は引き続き世界的にも

好調な一年でした。日本市場も２０２０年の東京オ
リンピックに続いて、２０２５年の万国博覧会も大阪
が誘致に成功し、その後の統合型ＩＲ施設の開発も
含め好調で安定した景気の持続を予感させる出来
事がありました。さらに今年は新天皇の即位やラグ
ビーワールドカップの開催と市場を活性化させるイ
ベントも予定されています。
　これらの国際的なイベントは多くの訪日客を呼
び、市場を活性化させると同時に市場のシステムの
国際的な標準化も促進させます。既にＩＴ技術の発
達が市場構造を劇的に拡大・変化させ続けている
昨今、消費者の購入に対する意識も劇的に変化し
ております。これからの国際的なイベントがその変
化を加速させる事になるでしょう。いまでも高級時
計ブランドは世界規模でブティックの開店・改装を

続けていますし、全国の有名百貨店でもラグジュア
リーウオッチブランドを核とした時計売り場の改装は
後を絶ちません。消費者の皆様にとって「商品の機能
やデザイン」はもとより、「商品の『安心と信頼感』『ス
トーリーとロマン』『永く身に纏えるサポート』『ブラン
ドの哲学を感じられる購入空間』などの『付加価値』」
無くしては購入の動機付けにはならなくなってきてお
ります。この動向は高級ブランドと呼ばれている市場
のみならず、広いカテゴリーのブランドにまで広がって
きており、またこれらの『付加価値』を伝える手段も従
来の店頭、カタログ、広告やホームページからSNS等
の広範囲な領域で高いレベルでの完成度がなけれ
ば消費者の購買意欲を獲得できなくなってきていま
す。消費者の旺盛な好奇心を満たすことができるブラ
ンドが日本の時計市場の好調を牽引しているという
潮流により、今後も引き続き市場の新陳代謝も年々

激しくなってゆくものと思います。
 　当協会も、今年は新理事長のもとで日本市場に
時計の魅力を広げようという情熱と意欲を持った多
くの会員の方々や関係各社の方々のサポートを受
けながら、消費者の皆様に更に高いレベルで時計
の魅力を楽しみながらご購入いただけるための活動
を継続して行なって参ります。一昨年よりウオッチ
コーディネーター（CWC）検定の上位にあたる上級
ウオッチコーディネーター検定試験が執り行われ、
１５０人の合格者を輩出いたしました。CWC検定は
輸入時計の接客・販売において必要な時計の機能
はもちろんのこと、販売に関わるあらゆる面の知識
や技術を正しく理解し実践できる
検定であるというご理解とご評価
をいただいておりますが、更にその
レベルを上げて、合格者の方々が
販売においてより一層専門性の高
い接客をお客様に提供出来る様、
この検定を普及させ、かつ、その関

連活動を充実させて参る所存です。
　また、インポート・ウオッチ・オブ・ザ・イヤー（ＩＷ
Ｙ）や、長年発刊させて頂いております時計ブランド
年鑑も内容を更に充実させて、その年の輸入時計
を取り巻く実情を関係者の方々からの寄稿も織り
交ぜ作成いたしました。消費者の皆様により素晴ら
しい「時計の魅力」をお伝えし、時計市場の拡大にさ
さやかながら貢献して参りたいと存じます。 
　こちらで理事長として皆様にご挨拶させていたた
だくのも今回で最後になるかと思いますが、皆様の
ご健勝とご多幸、そして更なる飛躍の一年となること
をお祈りして、新年のご挨拶とさせていただきます。

一般社団法人 日本時計輸入協会
理事長

小谷　進

一般社団法人日本時計協会
会長

服部　真二

　昨年の当会の事業活動を振り返り
ますと、特に国際交流事業では5月末
にパシフィコ横浜にて当会主催のアジ
ア地域の時計団体関係者による国際
交流の場である「第22回アジア時計商
工業促進検討会日本会議」が皆様の
ご協力を得て、盛会のうちに閉幕でき
ましたことは、大きな成果でありました。
　お陰様で「オールアジアで築く時計
の未来」をテーマにアジア各国・地域
の業界団体との協調体制の一層の強
化を図ることができました。
　また、技術標準化委員会活動として
は、ISO規格1件、JIS規格2件が発行さ
れ、特にJIS B7027（耐衝撃携帯時計）
制定版は経済産業省のホームページ
に重要JIS案件として紹介されました。
また、次世代育成事業では、第56回技
能五輪全国大会の「時計修理職種」に
参加する若手技能者への積極的な指
導、支援を実施致しました。また、霞が
関子どもデー、キッザニアではウオッチ、
クロック組立教室を実施し、子供たち
にモノ作りを通して時計に興味を持っ
てもらう啓蒙活動にも力を入れました。更に、
一昨年より開始した東北復興支援として、福
島大学との連携による被災地の小・中学生、
地域住民の方々を対象としたウオッチ・ク
ロック組立教室を開催し、好評を得ました。
　本年も、特に重要な技術標準化事業とし
て引き続きISO/JIS標準化推進活動に尽力
し、耐磁ウオッチのISO規格において幹事
国としてその役割を主導継続して参ります。

　また、次世代育成事業の活動を通
して我々時計業界全体のすそ野が少
しでも広がっていって欲しいと願うも
のです。
　さて、昨年の国内の経済情勢は、
企業収益の改善、民間設備投資の持
直し等明るさが感じられた一方、本
年に実施が予定される消費税の値
上げも気になるところです。
　また、海外では、米国経済が堅調に
推移したものの昨年後半は米・中貿
易摩擦が勃発し、欧州でも英国のEU
からの離脱など世界経済の今後の展
開に不透明感が漂う中、企業マインド
の悪化から世界経済の下振れリスク
もはらんでおり、今後の動向には充分
な注意が必要であると感じます。
　このような内外の経済情勢の中で、
我が国時計産業は、協会統計により
ますと、生産・輸出においては、ウオッ
チ、クロックとも前年を若干下回る見
込みです。
　一方、国内出荷においては、ウオッ
チを中心に中・高価格帯が堅調に推

移し、金額ベースでは前年を上回る見込み
です。
　各会員企業では、市場の拡大を見せてい
る、いわゆる“スマートウオッチ”分野の製品
開発にも力を入れておりますが、ブランド戦
略の強化にも注力し、高付加価値製品の開
発、中・高価格帯製品の更なる充実により、
我が国時計産業全体の一層の発展を切に
願うものであります。
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CWC検定の普及と関連活動をさらに充実させたい
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